
＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

水産部

漁港漁場課

H14 H23 21.9

H14 H23 21.9

H14 H23 56.2

H14 H23 56.2

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

壱岐市

＜瀬戸地区＞
瀬戸防波堤（Ａ）（改良）　110m
内防波堤（Ｉ）（改良）　70m
内防波堤（G）（改良）　90m
             9,500m2
-2m泊地　4,750m3
             4,000m2
-7m航路　8,000m3
-5m岸壁（補修）　104m
-6m岸壁（改良）　100m
-3m岸壁　70m
浮桟橋（Ⅰ）　1基
浮桟橋（Ⅳ）（移設）　1基
-3m岸壁（C)（改良）　50m
-3m岸壁（G)（改良）　210m
瀬戸物揚場（改良）　100m
-3m岸壁（H)（改良）　122m
突堤（D)（改良）　50m
突堤（E)（改良）　50m
船揚場（改良）　60m
＜芦辺地区＞
内防波堤（K）　50m
内防波堤（B）（改良）　80m
内防波堤（C）（改良）　80m
内防波堤（Ｌ）（改良）　40m
護岸（Ｉ）（改良）　150m
-2m物揚場（改良）　80m
浮桟橋（Ⅲ）　1基
-2m物揚場（改良)　240m

再評価後
５年経過

漁港
－１

広域漁港整備事業
（特定）

芦辺地区
(芦辺漁港)

県 10.6 48.4 - 2.4 8.9

・壱岐市総合計
画の一環

・瀬戸・芦辺地
区漁業集落環
境整備事業（汚

水処理）
（H14～H23予

定）

近年の漁業環境の悪化に
より水産資源は減少傾向
にある。また、漁業生産の
不振から漁業後継者の減
少及び漁業従事者の高齢
化も深刻な問題となって
いることに加え、未曾有の
不景気によりさらに漁業
者の生活も脅かされてい
る。

台風時の避難
における泊地の
水深確保、高齢
者や女性の労
働負担を軽減
するための浮
体式けい船岸
による係留施設
の改良および
風対策としての
防風柵、さらに
陸揚時の鮮度
保持を目的とし
た防暑施設の
整備が求めら
れている。

1.18 1.18 なし なし H16 継続

漁港
－２

広域漁港整備事業
（特定）

奈良尾地区
（奈良尾漁港）

県
新上五
島町

＜奈良尾地区＞
内防波堤(A)　15m
内防波堤(B)　15m
浮桟橋(D)　1基
用地(舗装)　2,050㎡
＜小奈良尾地区＞
防波堤(改良)　105m
内防波堤（C）　90m
沖防波堤(改良)　300m
浮桟橋(B)(改良)　1基
浮桟橋(C)　1基
-5m岸壁(改良)　50m
道路(A)改良　792m
道路(C)補修　180m
＜福見地区＞
内防波堤　100m
-2m泊地　1,430㎡

再評価後
５年経過

36.3 65 － 8.4 11.5
・新上五島町実
施計画（振興計

画）の一環。

近年、漁業従事者の高齢
化や、台風の大型化がみ
られる。

就労環境改善
のための浮桟
橋や、台風の大
型化にも対応で
きる外郭施設の
整備に強い要
望がある。

1.11 1.11 なし なし H16 継続
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

H14 H22 40.7

H14 H22 37.4

漁港
－３

地域水産物供給基
盤整備事業
（特定）

万葉地区
　　塩水漁港
　　波砂間漁港
　　貝津漁港
　　嵯峨島漁港
　　貝津漁場

市 五島市

（塩水漁港）
沖防波堤　85ｍ→50ｍ
西防波堤　20ｍ
導流堤　95ｍ
-1ｍ泊地　300㎡
-2ｍ泊地　500㎡
-3.5ｍ航路　5,000㎡
船揚場　30ｍ
用地水面（-4ｍ）　4,000㎡
用地（舗装）　0㎡→2,049㎡
（波砂間漁港）
内防波堤　18ｍ→廃止
-3ｍ航路　1,600㎡
道路　110ｍ→廃止
用地水面（-4ｍ）　6,000㎡→
3,300㎡
用地護岸　80ｍ→廃止
用地　1,500㎡→廃止
（貝津漁港）
西防波堤　60ｍ
西防波堤（改良）　220ｍ
内防波堤　25ｍ
-1ｍ航路　5,100㎡→廃止
浮桟橋　1基
船揚場　30ｍ→廃止
（嵯峨島漁港）
外防波堤（改良）　165ｍ
-3ｍ泊地　1,700㎡→廃止
-2ｍ泊地　1,900㎡
突堤　60ｍ
-2ｍ物揚場　50ｍ
浮桟橋　1基
道路　570ｍ
用地　6,000㎡
用地護岸　80ｍ
（貝津漁場）
増殖施設　0.8ha

漁業情勢の急
激な変化によ
る計画の見直

し

35.90 96.1 100 0.90 0.60

農村振興支援
総合対策事業
 (情報基盤整

備)
(H16～H19)

新漁村コミュニ
ティ基盤整備事

業
(情報基盤整備)

(H17～H18)
漁村再生交付
金事業(増殖場)

(H19)

計画当初と比べ、陸揚量
及び利用漁船ともに減少
傾向にある。

H20年度末時点
で、事業の進捗
率は96.1%と完
成間近となって
おり、地元から
も残事業の早
期完成を求めら
れている。

1.46 1.22

漁業従事者数、漁
船数の減少及び
防波堤、道路、畜
養、用地、航路・泊
地、船揚場施設の
縮小による効果項
目の減少

なし － 見直し継続
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

農林部

農村整備課

H11 H22 62.4

H11 H22 63.3

H11 H19 18.5

H11 H23 14.8

S59 H18 8.5

S59 H22 9.7

1.05

文化財 試掘調査
の結果により文化
財範囲が広がった
ことによる文化財
保護のため地区
の急傾斜部を除
外したことによる
区画整理面積及
び畑地かんがい
面積の減。

○コスト縮減
・設計基準の改
定に伴い、畑か
んを浅埋設に
変更。
・排水路につい
ては石積水路
としている。
○代替案の可
能性はない。

継続Ｈ１６

町の農村環境
計画において、
本地区周辺を
農業農村整備
エリアの生産基
盤整備ゾーンと
して位置づけて
おり、今後も区
画整理や農道
整備を推進し、
優良農地として
保全・活用を
図っていくことと
している。

市有家町の農業は、馬鈴
薯や葉たばこを中心とし
た重要な基幹産業であ
り、特に葉たばこは県内で
も有数の葉たばこ地帯で
ある。担い手農家への農
地集積率も事業実施前の
8.5％から14.7％へと増加
し、農業の活性化が図ら
れている。事業工期は埋
蔵文化財発掘調査により
４年延長。

受益農家・住民
及び南島原市
においても早期
の事業完了を
切望している。

1.0987 93 0.6 1.3
南島原

市

受益面積　　A=39ha
区画整理　　A=34ha
畑地かんがい　A=28ha

再評価後
５年経過

12.9
農整
－２

畑地帯総合整備事
業（担い手育成型）

大苑地区 県

1.20
該当なし（物価変
動による事業費の

増)

○コスト縮減
・設計基準の改
定に伴い、畑か
んを浅埋設に
変更。
・道路工に用い
る砕石につい
て、再生材を利
用。
○代替案の可
能性はない

継続－

市の農村環境
計画において、
橘湾沿岸丘陵
農業振興エリア
の環境保全型
農業展開ゾー
ンとして、本事
業の推進によ
る生産性の高
い畑地帯の形
成と景観の保
全を図ってい
る。

飯盛町の農業産出額が、
平成12年から平成16年に
かけて増加傾向であり、
営農労力の軽減等の事
業効果が発現されてい
る。また、認定農業者につ
いても、平成12年の113名
から平成16年の120名と
増加しており、農業の活
性化が図られている。
事業工期は変更なし。

受益者、地域住
民、諫早市とも
に早期完成を
望んでいる。

1.2090 88 1.5 4.9諫早市
受益面積　A=182ha
区画整理　A=181ha
畑地かんがい　A=132ha

事業採択後
10年経過

56.9
農整
－１

畑地帯総合整備事
業（担い手育成型）

飯盛南部地区 県

農整
－３

地すべり対策事業 野母崎木場地区 県 長崎市

水路工L=592m
集水井工n=8基
水抜ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工N=156孔
杭打工N=255本

再評価後
５年経過

9.4 97 98 0.05 0.2

長崎県農政ビ
ジョン後期計画
において、地す
べりから農地や
施設・人命を守
るための対策を
実施し、安全で
安心な村づくり
を推進すると位
置づけられてい
る。

旧野母崎町では農業就業
人口、専業農家数の減少
が見られるものの、本地
域においては農業が基幹
産業となっており、なかで
も高生産額につながるビ
ワ栽培が最も盛んに行わ
れている。事業工期は、
新たな地すべり対策工が
必要となり４年延長。

着工からこれま
で実施してきた
対策工による地
すべり防止効果
は観測結果か
らも確実に現れ
ている。市並び
に地元農家も
事業の必要性・
効果を認識して
おり、早期完成
の要望が強い。

1.64 1.55
新たな地すべり対
策の追加に伴う事
業費の増

○コスト縮減な
し。
○代替案の可
能性はない。

Ｈ１６ 継続

個別

個別
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

林務課

H7 H26 216.0

H7 H26 216.0

H11 H22 5.3

H11 H28 6.2

S38 H19 54.7

S38 H26 65.5

H15 継続1.26 1.18

西側ブロックおよ
び高峰ブロックの
新たな活動が確認
され、その対策に
よる事業費の増大

経済性を考慮
しつつ効率的な
対策工に事業
計画を見直しコ
スト縮減を図っ
た。

5.3

長崎県農政ビ
ジョン、人と環
境にやさしい活
力ある長崎農
林業の推進を
基本に自然災
害から県民の
生命財産を守
るために実施

・妙観寺トンネルの開通に
伴い周辺の交通量が増
大。
・事業の概成と併せて河
川の改修、橋梁の設置等
周辺の公共事業の本格
的な実施が予定されてい
る。

早期概成を要
望し、工事への
協力も良好であ
る。

63

91 81 0.7

0.3
再評価後
５年経過

3.9

再評価後
５年経過

59.5
林務
－３

平山地区地すべり防
止事業

長崎市
延長 3,550ｍ
幅員 4.0ｍ
利用区域森林面積 106ａ

林務
－２

森林整備事業
森林管理道
権現線

市

地すべり防止施設 県

1.05

継続

事業費変更による
総費用額の増加

森林区域内の森
林管理道であ
り、現段階では
他の施設での代
替は困難であ
る。
建設発生土を他
工事の盛土に流
用し残土処分費
を縮減する。

Ｈ16 継続

平成１７年度の地
域森林計画見直し
による利用区域
（効果範囲）の減
少

コスト縮減と早期
完成の為に、橋
梁をできるだけ
廃止するととも
に、できるだけ切
盛を少なくする線
形にしている。
代替案の可能性
は無い。 Ｈ161.60

2.0

長崎市第3次総
合計画で位置
づけており、地
域の重要な施
設として整備を
行っている。

本市における林家の高齢
化、後継者不足が一層進ん
でいる。森林林業の労働力
を確保することにより、森林
を適切に管理し、林業の活
性化を図るためには、林道
の整備は是非とも必要であ
る。当路線は平成22年度開
通を目指して実施してきた
が、土質が脆弱で切土法面
の崩壊の恐れがあり、法面
保護工に経費を要した。ま
た、地形が急峻で盛土の出
来る箇所が少なく、残土処
理費に予想以上の経費を要
したため事業費が嵩んだ。
財政状況が厳しく現行の単
年度予算を確保するのが精
一杯であるため、平成28年
度まで工期を延長し全線開
通を図りたい。

早期の完成を
要望し、工事へ
の協力も良好で
ある。

1.17

利用区域内の人工林率は
58％と県平均(43%)を大きく
上回っているが、間伐等が
必要な要整備森林が約８割
を占めており、森林の整備
が急がれる。また、主伐対
象林は事業完成予定の平
成26年度には人工林の約３
分の１の800ｈａと大幅な増
が見込まれる。しかし、事業
の進捗が遅れている中部工
区には、主伐対象林800ｈａ
の約40％（330ｈａ）を占める
豊富な森林資源があるた
め、早急な完成を目指す必
要性から平成16年度に一部
区間の１車線への見直しを
実施した。

西彼杵半島線
事業推進連絡
会を設置してお
り、地元から早
期完成を切望さ
れている。

1.884.7 26.3

長崎県農政ビ
ジョンで『多面
的機能を発揮
する森林の整
備促進』のため
の主要な事業
であり、順調に
推移している。

林務
－１

森林整備事業
森林基幹道
西彼杵半島線

県
長崎市
西海市

延長 40,800ｍ
幅員 5.0～7.0ｍ
利用区域森林面積 4,267ｈａ

再評価後
５年経過

185.0 86

佐世保
市

ずい道工2,543.5m、集水井
工33基、杭打工121本
（2145.4ｍ）、浸透防止工
12.6ha、排土工250,400㎥

個別

個別
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

環境部

水環境対策課

H17 H46 208.4

H17 H54 206.5

水対
－１

公共下水道事業
五島市公共下水道
事業(福江処理区）

市 五島市

計画区域　約591ha
計画人口　17,000人
計画汚水量（日最大）
9,300㎥/日

事業採択後
5年未着手

0.0 0 0 0.0 206.5

浄化槽設置整
備事業（Ｈ１６～
継続中）
五島市総合計
画
（生活排水処理
対策の推進）

継続
合併後人口の減少が続い
ており、今後も人口の減
少が予測される。

中心市街地は
大火後の区画
整理後建物の
下に単独浄化
槽を設置してお
り新たな処理施
設を設置する空
地がなく早期の
下水道整備が
必要。

1.66 1.38 人口の減少 ― ―

個別
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

土木部

都市計画課

H12 H23 151.0

H12 H23 151.0

H7 H20 88.9

H7 H23 93.6

都市
－1

土地区画整理事業
東長崎平間・東地区
土地区画整理事業

市 長崎市

施行面積：58.8ha
建物移転：348戸
宅地整地：215,000m2
道路：18,430m

事業採択後
10年経過

33.0 22 - 6.9 111.2

・長崎市第三次
総合計画 後期
基本計画
・都市計画マス
タープラン
・東長崎矢上地
区の事業完了
に伴う換地処分
(H20.2)

継続
市財政の早期健全化のた
め十分な予算措置の確保
が厳しい。

事業の早期完
了

5.10 3.94

都市
－2

土地区画整理事業
諫早南部第１土地区
画整理事業

市 諫早市

施行面積：7.5ha
建物移転：231戸
宅地整地：51,455m2
道路：2,532m

再評価後
５年経過

89.5 96 - 1.6 2.5

諫早市都市計
画マスタープラ
ン（平成２０年６
月策定）におけ
る市街地整備
の方針で諫早
南部土地区画
整理事業の事
業推進を明記。

・地権者との補償交渉が
難航したことで時間を要
し、施行期間を延伸（H20
→H23)
・建物調査による移転補
償費の精査に伴う事業費
の増。

事業の早期完
了

2.44 1.71

・マニュアルの変
更
・交通量（道路交
通ｾﾝｻｽ値）の変
化
・事業費の増

代替案の可能
性なし

H16 継続

・マニュアルの変
更
・交通量（道路交
通ｾﾝｻｽ値）の変
化

・工事発生土の
地区内流用、
宅地擁壁の２
次製品利用
・代替案無し

-

個別
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

港湾課

H7 H20 30.0

H7 H24 36.5

H12 H17 5.7

H12 H22 6.5

H12 H19 4.5

H12 H22 4.6

継続11.89
・事業延長の増に
よる受益者の増
大。

代替案の可能
性はない

-

雲仙市総合計
画の政策「安
心、安全のまち
づくり」の中で
海岸保全事業
の実施、住民
の防災意識の
向上など自然
防災対策とし
て、主要施策と
されている。

・雲仙市における他の港
湾事業へ、重点的に予算
措置をしたことにより、整
備期間の延長となった。

・越波被害から
背後地の防護
を図るとともに
前面海浜地利
用を考慮した親
水性のある整
備の要望があ
る。

8.2274 - 0.6 0.6

5.45 継続

港湾
－3

神代港海岸保全事
業

護岸整備 県 雲仙市
事業採択後
10年経過

3.4

海岸保全事業
が新市建設計
画（H17.2年策
定）に、安心で
安全な生活環
境の整備として
位置づけられて
いる

・隣接地に埋立地が完成
したことにより延長が減少
した。
・松浦市における他の港
湾事業へ、重点的に予算
措置をしたことにより、整
備期間の延長となった。
・胸壁整備において、背後
地の民間企業との調整に
時間を要し整備期間の延
長となった。
・地盤の弱い箇所があり、
事業費の増大となった。

　台風による波
浪等により背後
の工場や住宅
が浸水したこと
があり、地元及
び松浦市から
護岸整備の要
望がある。

7.0686 - 0.8 0.1松浦市
事業採択後
10年経過

5.6
港湾
－2

調川港海岸保全事
業

護岸整備 県

・事業費の見直し
による
・交通需要予測値
の変更

代替案の可能
性は無い

H16 継続

　臨港道路計画法線上に
珊瑚の生息が確認され、
H16に自然保護団体から
埋立区域縮小の陳情がな
された。
　これを受けてH17に検討
会を開催し、橋梁区間の
範囲決定及び景観検討に
時間を要した。
・道路計画検討委員会
　H12年～H17年（5回開
催）
・道路景観検討委員会
　H18年（3回開催）
・海洋環境現地調査
　H18年8月～9月
・臨港道路自然対策検討
会
　H19年3月 現計画了承

現道は幅員が
狭く交通に支障
を来たしている
ため、早期整備
を期待されてい
る。

2.0 1.2100 3 15.8

H22年度に新岸
壁の供用を開
始する予定。対
馬市の「対馬人
まちづくりプラン
第１次対馬市
総合計画２００
６年～２０１５
年」において、
産業基盤の整
備として位置づ
けられている

港湾
－1

厳原港改修事業
厳原地区
臨港道路整備

県 対馬市
再評価後
5年経過

17.7 49

・事業費の見直し
によるもの

代替案の可能
性は無い

-

道路(A)  240m
道路(B)  820m
道路(C)  340m

護岸（改良）　　978ｍ

護岸（改良）　550ｍ

個別
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

河川課

H9 H28 59.3

H9 H35 59.3

H2 H22 38.5

H2 H27 41.5

H15 H21 12.0

H15 H26 12.0

H12 H25 6.0

H12 H29 6.0

－

H16 継続

壱岐市総合計
画のなかで、
「安全・安心の
確保」に関する
主要施策とし
て、河川整備の
推進があげら
れている。

関連事業である壱岐地区
県営ほ場整備事業が、平
成14年度までに先行して
完了している。
平成11年、16年にも浸水
被害が生じている。

早期完成を要
望。

1.20 継続1.20

・算出手法の変更
(H17算出ﾏﾆｭｱﾙ
改訂)
・資産評価額の時
点修正

可能な限りコス
ト縮減を図る。
代替案の可能
性はない。

1.30 1.66

・算出手法の変更
(H17算出ﾏﾆｭｱﾙ
改訂)
・資産評価額の時
点修正
・想定氾濫区域内
の資産数量の増
(世帯数の増)

可能な限りコス
ト縮減を図る。
代替案の可能
性はない。

6.9

五島市総合計
画の中で「安全
な生活の確保」
として、防災対
策の推進があ
げられている。
県道福江荒川
線橋梁整備事
業と連携して進
めている。

社会情勢等について大き
な変化はない。
なお、平成17年にも浸水
被害が生じている。

早期完成を要
望。

河川
－３

総合流域防災事業 鰐川 県 五島市
改修延長　Ｌ＝９５０m
河道拡幅、護岸整備、橋梁
架替等

再評価後
５年経過

4.8

100.0 0.3

60.0 0.3

事業採択後
10年経過

3.3

40.0

55.0

可能な限りコス
ト縮減を図る。
代替案の可能
性はない。

継続H16

河川
－４

総合防災流域事業 町谷川 市 2.4壱岐市
改修延長　Ｌ＝２，５１６m
河道拡幅、護岸整備、橋梁
架替等

早期完成を要
望。

2.45 1.41

・算出手法の変更
(H17算出ﾏﾆｭｱﾙ
改訂)
・資産評価額の時
点修正
・想定氾濫区域内
の資産数量の減
(大村火力発電所
の撤退)

0.7 50.4

大村市総合計
画の主要施策
「安全で安心し
て暮らせるまち
づくり」で、水害
防止対策の推
進があげられて
いる。最下流部
で大村市総合
運動公園の整
備が進められ
ている。

宅地化が進み、世帯数や
事業者数は増加傾向にあ
る。
下流部においては、新幹
線のルート案が示され、
今後整備が進む予定。
下流部の九州電力大村
火力発電所が撤退した。

再評価後
５年経過

8.2 13.8 38.0郡川 県 大村市
改修延長　Ｌ＝８，９７０m
河道拡幅、護岸整備、橋梁
架替、堰改築等

H16 継続2.27 2.11

・算出手法の変更
(H17算出ﾏﾆｭｱﾙ
改訂)
・資産評価額の時
点修正
・軟弱地盤対策等
による事業費の増

可能な限りコス
ト縮減を図る。
代替案の可能
性はない。

5.7

諫早市総合計
画の基本施策
「いのちを守る
防災対策」のひ
とつとされてい
る。
長田バイパス、
諫早外環状線
の道路整備
中。

道路整備が進められてい
るため、今後、宅地化が
進むと考えられる。
中山西川下流部の区間に
ついては、長田バイパス
が20年7月に、外環状線
が21年4月に供用を開始
している。

早期完成を要
望。

35.2 84.8 97.8 0.6
河川
－２

総合流域防災事業 中山西川 県 諫早市
改修延長　Ｌ＝１，６００m
河道拡幅、築堤、護岸整
備、橋梁架替等

再評価後
５年経過

河川
－１

広域河川改修事業

個別
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

砂防課

H7 H21 6.0

H7 H26 6.2

H7 H17 4.6

H7 H22 8.0

砂防
－１

地すべり対策事業 猪渡谷南 県 平戸市

集水井工　2基
集水ボーリング工　27本
排水ボーリング工  2本
横ボーリング工　192本
杭工　329本
アンカー工　40本

再評価後
５年経過

3.59 57.9 99 継続

砂防
－２

地すべり対策事業 寄船 県 西海市

集水井工　N=4基
排水ボーリング工　N=4本
集水ボーリング工　N=62本
横ボーリング工　N=42本
杭工　N=172本

再評価後
５年経過

地すべり対策工
事の早急な完
成を望んでいる

1.84

100 0.9

代替案の可能
性はない

Ｈ161.57
完成年度の遅延
によるもの

0.15 2.46

・「ながさき夢・
元気づくりプラ
ン」の一環。
・平戸市地域防
災計画におい
て、災害危険箇
所として「猪渡
谷南地区地す
べり」が位置づ
けられている。

保全人家等に大きな変動
はなく、社会情勢の大きな
変化は無い。

継続3.42 1.94

工事箇所の追加
及びそれに伴う完
成年度の遅延によ
るもの

代替案の可能
性はない

H161.6

・「ながさき夢・
元気づくりプラ
ン」の一環。
・西海市地域防
災計画におい
て、災害危険箇
所として「寄船
地区地すべり」
が位置づけら
れている。

保全人家等に大きな変動
はなく、社会情勢の大きな
変化は無い。

地すべり対策工
事の早急な完
成を望んでい
る。

5.4 68.4
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＜別記　６＞

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

H21年度
事業費

H22年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

関連事業
の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度分析基礎の

要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体
事業箇所 事業概要

工  期

　　平成21年度　再評価対象事業一覧表

上段：当初　下段：変更

コスト縮減
及び
代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ

住宅課

H7 H19 23.4

H7 H26 36.2

H12 H21 43.5

H12 H26 43.5

H12 H21 35.7

H12 H26 35.7

住宅
－1

住宅市街地
総合整備事業

十善寺地区 市 長崎市
道路・公園の整備、共同住
宅の建設、老朽住宅の除却
等

再評価後
５年経過

23.2 64 90 0.5 12.5

・街路事業－都
市計画道路新
地町稲田町線
の整備（平成12
～23年度）
・長崎市住環境
整備方針（平成
2年度、第2次
方針－平成13
年度）で斜面市
街地重点整備
地区に位置付
けられている。
・防災再開発促
進地区（平成10
年度）に指定さ
れている。
・長崎市都市再
開発方針（平成
11年度）で再整
備促進地区に
位置付けられて
いる。

平成7年から17年で人口
は21％減、世帯は13%減
である。一方、高齢者は
5%増である。

平成5年には十
善寺地区まち
づくり協議会が
発足し、地元住
民の直接的な
意見の交換が
行われ、平成7
年度の住環境
整備事業大臣
承認後も、協議
会を中心とした
協議、勉強会、
先進地への視
察等の活動を
継続的に行って
いる。

2.01 1.21

路線価が下落した
ことによって「公共
施設整備による住
環境向上効果」の
伸び高が非常に
低くなったことによ
る。

・事業推進の効
率化等による
事業期間の短
縮を図る。
・生活道路等公
共施設の路線
設計、施工計
画において建
設コストの縮減
に努める。
・現段階で、代
替案はない。

H16 継続

住宅
－2

住宅市街地
総合整備事業

北大浦地区 市 長崎市
道路・公園の整備、共同住
宅の建設、老朽住宅の除却
等

事業採択後
10年経過

9.6 22 46 1.6 32.3

・長崎市住環境
整備方針（平成
2年度、第2次
方針－平成13
年度）で斜面市
街地重点整備
地区に位置付
けられている。
・防災再開発促
進地区（平成13
年度）に指定さ
れている。
・長崎市都市再
開発方針（平成
11年度）で再整
備促進地区に
位置付けられて
いる。

平成7年から17年で人口
は20％減、世帯は13%減、
高齢化率は11%増加して
いる。

平成9年にまち
づくり協議会が
発足し、協議会
を中心とした勉
強会等の活動
を継続的に行っ
ている。まちづく
りや本事業の
目的認識も高
く、また、住民
参加のまちづく
りに積極的に取
り組んでおり、
事業推進のた
めの理解・協力
は十分なもので
ある。

1.49 1.25

路線価が下落した
ことによって「公共
施設整備による住
環境向上効果」の
伸び高が非常に
低くなったことによ
る。

・事業推進の効
率化等による
事業期間の短
縮を図る。
・生活道路等公
共施設の路線
設計、施工計
画において建
設コストの縮減
に努める。
・現段階で、代
替案はない。

－ 継続

住宅
－3

住宅市街地
総合整備事業

南大浦地区 市 長崎市
道路・公園の整備、共同住
宅の建設、老朽住宅の除却
等

事業採択後
10年経過

9.9 28 63 1.4 25.9

・長崎市住環境
整備方針（平成
2年度、第2次
方針－平成13
年度）で斜面市
街地重点整備
地区に位置付
けられている。
・防災再開発促
進地区（平成13
年度）に指定さ
れている。
・長崎市都市再
開発方針（平成
11年度）で再整
備促進地区に
位置付けられて
いる。

平成7年から17年で人口
は17％減、世帯は10%減、
高齢化率は28%増加して
いる。

平成11年にまち
づくり協議会が
発足し、協議会
を中心とした協
議会、勉強会等
の活動を継続
的に行ってい
る。まちづくりや
本事業の目的
認識も高く、ま
た、住民参加の
まちづくりに積
極的に取り組ん
でおり、事業推
進のための理
解・協力は十分
なものである。

1.75 1.21

路線価が下落した
ことによって「公共
施設整備による住
環境向上効果」の
伸び高が非常に
低くなったことによ
る。

・事業推進の効
率化等による
事業期間の短
縮を図る。
・生活道路等公
共施設の路線
設計、施工計
画において建
設コストの縮減
に努める。
・現段階で、代
替案はない。

－ 継続
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